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志摩市労務費ダンピング調査実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律が改正され、令

和６年６月に公布、令和７年１２月に施行された。 

 同法第１２条に基づき、建設業者は入札時に労務費等の内訳を記載した工

事費等内訳書（工事費内訳書（入札時提出用）を含む）を提出すること、同

法第１３条に基づき、発注者は提出された工事費等内訳書の確認等の措置を

講ずることが、それぞれ義務付けられている。 

 これを受け、国土交通省不動産・建設経済局から「労務費ダンピングを防

止するための公共発注者向けガイドライン（令和７年１２月）」（以下、「ガ

イドライン」という。）において、工事費等内訳書を確認する「労務費ダン

ピング調査」の方法が示されている。 

 本要領は、ガイドラインを踏まえ、志摩市が発注する建設工事において、

調査を実施するにあたり必要な事項を定めるものとする。 

 

（対象工事） 

第２条 本要領は、競争入札に付する建設工事（建設業法（昭和 24 年法律第 100 

号）第２条第１項に規定する建設工事。）を対象とする。 

 

（入札参加者への周知） 

第３条 対象工事の公告又は指名通知の際には、下記の事項を記載するものと

する。 

(１) 本要領の適用があること。 

(２) 直接工事費が第４条に規定する一定水準未満である場合、落札者に理由

書の提出を求める場合があること。 

 

（調査） 

第４条 発注者は、第２条の対象工事において、落札決定後、落札者が提出し

た工事費等内訳書に記載された直接工事費を確認することにより労務費ダ

ンピング調査（以下、「調査」という。）を行う。 

なお、総合評価方式の工事で、低入札価格調査（志摩市低入札価格調査試

行要領第６条第８号）により労務費を確認した工事は調査を実施したものと

みなす。 

２ 発注者は前項の直接工事費が、一定水準以上であるかを確認し、一定水準

未満である場合は、次のとおり調査を行うものとする。 
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なお、一定水準とは、以下の式により算定するものとし、算定に用いる係

数は、「中央公契連モデルの係数（０．９７）」とする。 

 

一定水準（建築工事以外）＝発注者の積算における直接工事費×係数 

一定水準（建築工事）  ＝発注者の積算における直接工事費 

             ×（１－０．１）×係数 

ここでいう建築工事とは公共建築工事積算基準を適用する工事を言う。 

 

  (１) 積算の確認 

     発注者は自らの積算が市場単価等の材工共の単価を含まず、労務費、

材料費及び機械経費に分離可能な単価のみで構成され、労務費を正確

に算出できるかを確認する。 

     ただし、建築工事においては、次号により発注者の積算における労

務費を算出する場合は、労務費を正確に算出できるものとみなす。 

(２) 労務費の確認 

     前号で労務費を正確に算出できる場合は、落札者が提出した工事費

等内訳書に記載された労務費が、発注者の積算における労務費（１万

円未満切捨て）以上であるかを確認する。 

     なお、建築工事においては、発注者の積算における労務費は、以下

の式により算出し確認する。 

    労務費＝工事価格×標準的な労務構成割合（別紙１） 

(３) 理由書の提出 

     第１号で労務費を正確に算出できない場合又は前号で発注者の積算

における労務費未満である場合、発注者は落札者に対し期限を定め、

書面（様式１）により理由書の提出を求めるものとする。（期限日は様

式１の通知日の翌日から起算して３開庁日目を標準とする。） 

     この場合において、落札者は、期限までに理由書（様式２）を提出

しなければならない。 

(４) 理由の確認 

     発注者は、前号の規定により提出された理由書の内容に、合理的な

理由があるかを確認する。 

     なお、当面の間、原則として、以下のアからウに該当する場合は、

合理的な理由がないものとみなす。 

    ア 理由書が提出期限までに提出されない場合。 

    イ 最新の公共工事設計労務単価を用いずに算出した場合。 

    ウ 最新の公共工事設計労務単価を用いているが、歩掛や、一定率を

乗じるなどして減額した場合。 
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（改善要請等） 

第５条 発注者は、前条第２項第４号の規定により理由を確認した結果、合理

的な理由が確認できない場合は、書面（様式３）により落札者に改善を要

請し、検査契約課に報告（様式４）するものとする。 

 

（通報） 

第６条 検査契約課は、前条の規定により報告を受けた場合は、国土交通省中

部地方整備局（建設Ｇメン）へ通報（様式５）を行うものとする。 

 

 

附 則 この要領は令和８年６月１日から施行する。 



様式１（第４条第２項第３号関係） 

  第     号 

令和  年  月  日 

 

       様 

志摩市長 橋爪 政吉 
 

理由書の提出について 

 

 下記工事において、貴社が提出した工事費等内訳書の直接工事費が一定水準

に満たないことから、下記の期限日までに理由書を提出すること。 

 

記 

工事名： 

期限日： 年 月 日（通知日の翌日から起算して 3開庁日目を標準とする） 

提出資料：理由書（様式２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式２（第４条第２項第３号関係） 

令和  年  月  日 

(宛先)志摩市長 

 

住所 

商号又は名称 

代表者 氏名 

 

理 由 書 

 

工事名： 

上記工事について、当該労務費で入札した理由は、下記のとおりです。 

 

記 

 

・次に該当する場合は、□にレ点を記入の上、その理由を記載 

 □ 最新の公共工事設計労務単価を用いずに算出した。 

 □ 最新の公共工事設計労務単価を用いているが、歩切りや、一定率を乗じ 

   るなどして減額した。 

○理由 

 

 

 

 

・上記に該当しない場合は以下に理由を記載 

○理由（合理的な理由がある） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式３（第５条関係） 

  第     号 

令和  年  月  日 

 

       様 
 
 志摩市長 橋爪 政吉 
  

労務費ダンピング調査の結果に基づく要請 

 

 労務費ダンピング調査の結果、十分な労務費を考慮した入札を行ったと判断でき 

る合理的な理由が認められませんでした。 

貴社においては、建設業法及び関係法令を遵守するとともに、下記事項について 

改善措置を講ずるよう、要請します。 

 

記 

工事名： 

指摘事項 

 

入札金額の内訳に記載された直接工事費（労務費）が適正な賃金を支

払うために不十分と思われたため、その理由を確認した結果、合理的

な理由を示さなかった。 

 

要請事項 以降の入札においては合理的な理由なく労務費を削減しないこと。 

 

 

 

 



様式４（第５条関係）  

令和  年  月  日 

 

（宛先）総務部検査契約課 

 
○○部 ○○課長 

  

労務費ダンピング調査の結果について（報告） 

 

下記工事の入札に関する労務費ダンピング調査の結果、十分な労務費を考慮した 

入札を行ったと判断できる合理的な理由が認められませんでしたので下記により報

告します。 

 

記 

１ 工事名 

   

２ 開札日  令和  年  月  日 

 

３ 添付資料 

 ・理由書の提出について（様式１） 

 ・理由書（様式２） 

 ・改善要請（様式３） 

 ・金入設計書 

 ・工事費等内訳書及び工事費内訳書（入札時提出用） 

 

  

 

 

 

  

 



様式５（第６条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 国土交通省中部地方整備局 

建政部 建設産業課長 様 
 

志摩市総務部検査契約課長  
  

労務費ダンピング調査の結果について（通報） 

 

 志摩市が発注する下記工事の入札に関する労務費ダンピング調査の結果、十分な

労務費を考慮した入札を行ったと判断できる合理的な理由が認められませんでした

ので下記により通報します。 

 

記 

・工事名 

・該当する入札参加者の商号又は名称 

・主たる事務所の所在地 

・代表者の氏名 

・建設業の許可番号 

・該当する工事名 

・入札日 

・応札率 

・理由の確認の結果（様式１～４） 

・公告時の現場説明書や特記仕様書、質問書（回答含む） 

・労務費ダンピング調査における「一定水準」の考え方 直接工事費に０．９７を乗じる 

・金入設計書 

・工事費等内訳書及び工事費内訳書（入札時提出用） 

 

 

 


